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Ⅰ 予算の概要
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平成31年度予算のポイント

骨格予算として編成。その中でも、防災・減災、子ども・子育て支援など喫緊の課題にしっかりと対応

予算の柱予算編成の考え方

○平成31年4月に市議会議員・市長選が控えていることを踏まえ、原
則義務的な経費や例年実施している経常的な事業を中心とした骨格
予算として編成（肉付け予算への留保財源として20億円を確保）。

○一方で、市政の空白により市民生活や地域経済に影響が生じない
よう、既定のアクションプラン事業に加え、平成30年北海道胆振東部
地震の被災者支援や復旧・復興、今後の災害に対する防災・減災と
いった待ったなしの課題や、「子ども・子育て支援」「経済の活性化」と
いった喫緊の課題にはしっかりと対応。

○持続可能な行財政運営を継続しつつ、市民ニーズに即応した事業
展開を実現するため、既存の事業の必要性や効果、手法などを検証
するとともに、事業の組換えや経費圧縮にも積極的に取組み、事業の
最適化を図る。

○災害からの復旧・復興、防災・減災

（詳しくはＰ.４、５）

災害からの復旧や被災された方の支援、

防災・減災に取組み、災害に強いまちへ！

○子ども・子育て支援

（詳しくはＰ.６、７）

子どもたちが健やかに学び、育つまちへ！

○経済活性化・まちのリニューアル

（詳しくはＰ.８、９）

大規模イベントやまちのリニューアルなど

民間投資を誘発する取組を実施し、都市の

活力や魅力があふれるまちへ！

※アクションプラン：札幌市まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2015のこと
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予 算 規 模

○一般会計の平成31年度予算は、統一地方選挙を控えた骨格予算ではあるが、防災・減災事業や子ども・子育

て支援などの喫緊の課題への対応により、対前年度比0.8％増の1兆193億円を計上

○一般会計の予算としては過去最大規模

○特別会計・企業会計を加えた全会計では、対前年度比0.8％増の1兆6,482億円を計上

一般会計予算規模の推移
（単位：億円、％）

会 計 31年度予算額 30年度予算額 比較増減 増減率

一 般 会 計 10,193 10,116 77 0.8

特 別 会 計 3,636 3,617

企 業 会 計 2,653 2,611 42 1.6

総 計 16,482 16,344 138 0.8

19 0.5

各会計予算額
（単位：百万円）
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災害からの復旧・復興、防災・減災

関連予算額 191億円（一般会計154億円）

関連予算額 42.1億円
◆復旧、被災者支援関連事業
・道路等災害復旧（清田区里塚地区） （3,330百万円） P.60
・北海道胆振東部地震災害義援金関係 （6百万円） P.70
・老人福祉施設等災害復旧補助 （81百万円） P.72
・宅地防災工事資金貸付 （5百万円） P.79
・宅地復旧支援（宅地復旧工事費用への補助） （240百万円） P.79
・住宅関連被災者支援（仮設住宅、住宅修理等）（194百万円） P.80
・災害等廃棄物処理（公費撤去） （350百万円） P.80

復旧、被災者支援
関連予算額 1.3億円

◆地域防災計画策定・修正関連 （111百万円） P.24
洪水ハザードマップの全戸配布や地震被害想定の検証等

◆札幌市強靭化計画改定 （4百万円） P.68
震災を踏まえ、都市の強靭化に向け計画を改定

◆公式ホームページ改修 （16百万円） P.68
外国語自動翻訳や音声読み上げ機能を追加

防災力強化

拡充

新規

関連予算額 2.7億円
◆震災に負けない札幌の魅力発信 （17百万円） P.68

観光需要回復のため、首都圏におけるテレビ放送やイベント等
により札幌の魅力を発信

◆観光客受入環境整備関係 （248百万円） P.40
宿泊施設が行う環境整備に対する補助等を継続するとともに、

新たに非常用電源を備えたデジタルサイネージによる総合案内板
を設置

復興、観光関連

新規

拡充

関連予算額 4.5億円
◆非常用電源整備
・非常用発電設備整備（消防出張所等） （39百万円） P.80
・まちづくりセンター非常用電源整備 （17百万円） P.70
・保健所等災害対策（WEST19） （7百万円） P.73
・災害対策環境整備（学校） （28百万円） P.81

◆次世代自動車導入促進 （33百万円） P.53
自立分散型電源の導入促進のため、EV（電気自動車）とV2H機

器（※）を同時購入した場合の補助額を拡充 ※Ｐ.53を参照

◆次世代エネルギーシステム導入促進 （326百万円） P.54
自立分散型電源の導入促進のため、EVとV2H機器に加えて、太

陽光発電設備を同時購入した場合の補助額を拡充

非常用電源整備、エネルギー対策

新規

新規

拡充

拡充

※このページに掲載している予算額は各事業の予算額から関連予算額を抜き出した金額のため、「Ⅱ 主な事業」以降に掲載している各事業の予算額とは一致しない場合があります。
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関連予算額 89.2億円
◆学校 （4,871百万円） P.34

耐震性の低い校舎の改築工事等
中央小学校、栄中学校 ほか7校

◆児童会館 （258百万円） P.32
耐震性の低い児童会館の改築工事

ひのまる児童会館

◆市営住宅 （2,980百万円） P.80
耐震改修工事等

光星団地、美香保団地

施設等の耐震化

関連予算額 50.8億円（一般会計 14.5億円）
◆道路 （570百万円） P.79

道路防災対策
路面下の空洞調査等、各種防災対策

◆橋りょう （876百万円） P.79
緊急輸送道路等に位置する橋りょうの耐震

補強工事

インフラの強靭化

災害からの復旧や被災された方の支援、
防災・減災に取組み、災害に強いまちへ 

◆地下鉄 （高速電車事業会計） （429百万円） P.63
地下鉄駅や高架部の耐震改修工事等

◆下水道（下水道事業会計） （2,353百万円） P.63
雨水拡充管の布設による浸水対策、管路の耐震化等

◆水道（水道事業会計） （855百万円） P.63
管路の耐震化等

※このページに掲載している予算額は各事業の予算額から関連予算額を抜き出した金額のため、「Ⅱ 主な事業」以降に掲載している各事業の予算額とは一致しない場合があります。

◆市有建築物特定天井 （451百万円） P.80
市有建築物の吊り天井の脱落防止対策

◆野外彫刻 （16百万円） P.71
市有野外彫刻の倒壊の危険性等を調査

◆民間建築物 （348百万円） P.59
民間建築物の耐震化に係る補助に加え、ブロック

塀の撤去費用への補助を新設

拡充

新規
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子ども・子育て支援

◆保育の受け皿の拡大 （5,355百万円）Ｐ.29
２，０７３人分の受け皿を整備

認定こども園 ８１０人
私立保育所 ９４０人
地域型保育事業所 ３２３人

◆一時預かり事業 （619百万円）Ｐ.30
保育所における非在園児、幼稚園における在園児・
非在園児の一時預かり

対象拡大 
新たに幼稚園での２歳児の受け入れ開始

支援拡充 
⾧時間預かりを実施する幼稚園に対する補助を拡充

待機児童ゼロに向けた取組

拡充

◆学校施設整備 （6,961百万円）Ｐ.34
老朽校の改築や学校統合
に伴う新築、全面改修等

◆児童会館整備 （697百万円）Ｐ.32 
学校改築に合わせた児童会館
の整備や老朽館の更新

◆公立保育所等整備 （266百万円）Ｐ.75
仮称）ちあふる・ちゅうおう（基本・実施設計）
ちあふる・にし（改築）
山の手保育園（園庭整備）等

学び・育ちの環境整備

整備校数増 
実施設計 ３校
工事 15校

整備館数増 
実施設計 ５館
工事 ６館

拡充

拡充

◆学校・保育所におけるモデル事業 （7百万円）Ｐ.25 
学校・保育所に看護師を配置し、潜在ニーズを把握、医療機関との連携方法を検証

◆受入れ事業者向け支援 （25百万円）Ｐ.25
障害児通所支援事業所等に対する看護師人件費及び医療機器購入費等の補助、

関係機関の職員に対する研修を実施

医療的ケアが必要な児童等への支援
拡充

拡充
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◆子ども医療助成 （3,557百万円）Ｐ.33

中学校修了前の子どもにかかる医療費の一部を助成

◆幼児教育・保育の無償化 （負担軽減額 4,911百万円）

認可施設に通う3歳以上の全ての世帯、0~2歳の非課税世帯
の保育料の無償化及び認可外保育施設等の保護者負担の軽減

助成対象を拡大 

小学２年生の通院を助成対象に追加するとともに入院
時の自己負担額を軽減

拡充

子育て世帯の負担軽減

新規

子どもたちが健やかに学び、育つまちへ 

◆社会的養護自立支援 （62百万円）Ｐ.31 

児童養護施設等の入所措置を解除された18 22歳の方に生活
相談・就労支援等を実施

社会的養護体制の拡充

支援拡充 
支援コーディネーターの配置
生活相談支援の実施

拡充

子 ど も 関 連 予 算

1,181 

1,081 

1,004 

953 

861 

438 

385 ※

367 

410 

353 

219 

199 

177 

158 

141 
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H31

H30

H29

H28

H27

子ども育成・子育て分野 教育分野 福祉分野

○子ども関連の予算として1,837億円を計上

1,837
(+10.4％）

・子ども育成・子育て分野の増 （対前年度比＋９.2％）
保育の受け皿整備や、私立教育・保育施設給付費等の増

・教育分野の増 （対前年度比+13.8％）
学校施設の新築、増築、改修等整備費の増

・福祉分野の増 （対前年度比＋9.8％）
障がいのある子どもの通所給付費等の増

1,548
(+1.7％）

1,522
(+12.3％）

1,665
(+7.6％）

1,355
(+2.5％）

36％増額！

※ H30の教育分野予算は30年2定補正における減額補正を反映

（単位：億円）
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経済活性化・まちのリニューアル

◆ＡＩを活用した公共事業の最適化に関する研究
（35百万円) P.45

ＡＩの技術を活用し、各種行政課題を解決する仕組みの研
究・構築
◆札幌市ＩＣＴ活用戦略推進

（35百万円) P.68
官民が保有するオープンデータ等

の収集・活用、ＩＣＴ活用プラット
フォームの管理運営

先端技術を活用した取組

拡充

さっぽろ連携中枢都市圏で各市町村の特徴を生かした様々な取組
を実施 

◆連携中枢都市圏推進 （15百万円) P.41
地域課題と学生のマッチングによる圏域内の課題解決の実施等

◆健康医療バイオ産業支援 （62百万円) P.39
「健康医療」「ＩＴ」「経営」を学ぶ学生を結び付け、創業意

欲を醸成する起業家育成プログラムの実施等
◆企業立地促進 （960百万円) P.44

圏域内に企業を誘致することにより、雇用を
創出し、地域経済を活性化

広域的な都市圏での取組

◆ラグビーワールドカップ2019大会開催 （735百万円) P.43
札幌ドームで２試合を開催
おもてなしの心で観戦客を迎え入れ、札幌の魅力を発信

◆冬季オリンピック・パラリンピック招致 （69百万円) P.42
冬季オリンピック・パラリンピックの招致に向けた機運醸成

並びに施設計画の更新等

◆ＭＩＣＥ推進 （163百万円) P.77
大規模国際会議等のＭＩＣＥ（マイス）を誘致するため、積

極的な活動を展開するとともに開催費等の補助を拡充

まちに人を呼び込む大規模イベントの実施やＭＩＣＥの誘致

大規模イベントや先端技術の活用、広域的な経済圏での魅力ある取組により、札幌のまちを活性化 
まちのリニューアルにより人々を魅了してやまないまちへ 

大会公式キャッチコピー 大会公式マスコット Ren-G札幌ドーム開催試合

9/21
オーストラリアvsフィジー

9/22
イングランドvsトンガ

拡充

新規

拡充

新規

拡充

拡充
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都心周辺のまちのリニューアル

北海道新幹線の札幌延伸とともに、札幌の玄関口である札幌駅交流拠点が生まれ変わる 
民間投資を活用した再開発を積極的に展開することにより、利便性・賑わい・回遊性が向上し、まちが活性化 
中島公園地区はＭＩＣＥ施設の整備、苗穂地区は新駅を中心とした整備が行われ、まちの魅力が向上 

札幌駅前
地下歩行空間

大通地区

中島公園・すすきの地区

JR札幌駅

新型低床車両（愛称 シリウス）の
導入及び電力設備増強等

路面電車の低床車両導入等 1,245百万円（P.58）

※2013 グッドデザイン賞（低床車両）
※2017 グッドデザイン賞（停留場）
※2017 国際交通安全学会賞（ループ化事業）

札幌に大規模な国際会議等を呼び込むことが
できるMICE施設を中島公園周辺に整備する
ため、機能の詳細や管理運営を検討

MICE施設の整備 35百万円（P.77）

都心の路上駐輪対策として西２丁目線の地下（南１条 南２条）に
約1,300台を駐車できる駐輪場を整備

西２丁目線地下駐輪場の整備 120百万円（P.52）

JR苗穂駅の移転、駅前広
場、道路等の公共施設の整
備に併せて、民間投資を活
用した再開発や優良建築物
整備を行い、周辺地域の活
性化を図る

苗穂駅周辺の再開発事業等 779百万円（P.56）

JR苗穂駅

◎約1,500億円の投資
（市負担額約130億円）
を誘発 

北海道新幹線の札幌延伸を見据え、バスターミナルの更新など交通結
節機能の再編を含めた再開発等を検討し、道都の玄関口にふさわしい
交流拠点として整備

札幌駅交流拠点の整備 19百万円（P.46）

2030年度末に予定している北海道新幹
線の札幌延伸に関する各種ＰＲを実施

北海道新幹線の札幌延伸 13百万円（P.69）

創成川公園
北4東6周辺地区

2020年しゅん工
・中央体育館や医療施設など

を整備し、空中歩廊でサッ
ポロファクトリーと接続

・地区内でエネルギーを自給
し、環境負荷を低減

南2西3南西地区
2022年しゅん工

• 商業施設やマンション、公共駐
輪場等を整備

• 路面電車の停留場等に対応する
滞留空間の整備

民間投資を活用した再開発を積極的に展開

再開発事業等による都市整備の推進
2,629百万円（P.56 ）

北8西1地区
2022年しゅん工

・オフィスやホテルを整備
・環境にやさしいエネ

ルギーの利用で環境
負荷を低減
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###

###

###

###

###

###
0
0

###

###

対前年度 ＋77億円（＋0.8％）

1,006

1,027

分担金・負担金
使用料・手数料277

542

2,364

3,309

586

1,083

歳 入 歳 出

1,577

845

875

460

1,058

774

3,963

379

その他 84億円

地方譲与税・地方特例交付金等
対前年度 ▲15億円（▲2.5％）

教職員給与の権限移譲に伴う暫定的な交付金措置の終了等により、前

年度予算から2.5％の減となりました。

市債 対前年度 ▲110億円（▲9.7％）
臨時財政対策債や建設債の減等により、前年度予算から9.7％の減とな

りました。

経済費 対前年度 ▲49億円（▲6.0％）
中小企業金融対策資金貸付金の減、さっぽろプレミアム付商品券事業

費の増等により、前年度予算から6.0％の減となりました。

公債費 対前年度 ＋10億円（＋1.1％）
市債の償還元金の増により、前年度予算から1.1％の増となりました。

総務費 対前年度 ▲58億円（▲13.4％）
中央体育館改築費や札幌市民交流プラザ整備費の減等により、前年度

予算から13.4％の減となりました。

教育費 対前年度 ▲４億円（▲0.9％）
学校改築費等を平成31年1定補正予算へ前倒したことにより、前年度

予算から0.9％の減となりました。

諸支出金 対前年度 ＋９億円（＋1.1％）
普通財産取得費の増等により、前年度予算から1.1％の増となりました。

土木費 対前年度 ＋26億円（＋2.5％）
道路等災害復旧費や市営住宅改修費の増等により、前年度予算から

2.5％の増となりました。

178

環境費 対前年度 ▲５億円（▲2.8％）
清掃工場整備費の減等により、前年度予算から2.8％の減となりました。

道支出金 対前年度 ＋47億円 （＋9.6％）
施設型給付費（私立教育・保育施設給付費）や障がい福祉扶助費、選

挙執行費等の増により、前年度予算から9.6％の増となりました。

国庫支出金 対前年度 ＋123億円（＋5.5％）
施設型給付費（私立教育・保育施設給付費）や障がい福祉扶助費、さっ
ぽろプレミアム付商品券事業費の増等により、前年度予算から5.5％の増と
なりました。

地方交付税 対前年度 ＋78億円（＋7.8％）
交付税の振替措置である臨時財政対策債との合計では、1,563億円と
なり、前年度予算から1.3％の減となり,ました。なお、肉付予算に向けて20
億円を留保しています。

諸収入等 対前年度 ▲122億円（▲10.8％）
中小企業金融対策資金や医療助成費被保険者納入金の減等により、
前年度予算から10.8％の減となりました。

（単位：億円） （単位：億円）

職員費 対前年度 ＋５億円（＋0.3％）
退職手当の増等により、前年度予算から0.3％の増となりました。

一般会計予算の概要

保健福祉費 対前年度 ＋149億円（＋3.9％）
私立教育・保育施設給付費や障がい福祉扶助費、児童扶養手当費の
増等により、前年度予算から3.9％の増となりました。

広義の地方交付税 30年度 31年度 増減額 増減率

地 方 交 付 税 1,005 1,083 78 7.8%
臨 時 財 政 対 策 債 578 480   98  17.0%

合　　　計 1,583 1,563   20  1.3%

市税 対前年度 ＋87億円（＋2.7％）
教職員給与の権限移譲に伴う税源移譲による個人市民税の増や、固

定資産税の増等により、前年度予算から2.7％の増となりました。

総額 兆 億円
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扶助費 ・ 建設費の推移

1,281

1,278 

1,293 

1,326 

1,317 

941

867 

822 

773 

690 

808

776 

708 

651 

604 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

H31

H30

H29

H28

H27

生活保護 児童福祉 障がい福祉 医療助成 その他

（単位：億円）

扶 助 費 建 設 費

2,958
(+2.7％）

2,881
(+4.9％）

2,745
(+2.9％）

3,089
(+4.4％）

・児童福祉費の増 （対前年度比＋8.6％）

待機児童解消に向けた私立教育・保育施設給付費の増

・障がい福祉費の増 （対前年度比＋4.1％）

障がいのある子どもの通所給付費等の増

・その他扶助費の増

難病患者支援対策費の増（+11億円）

○扶助費は重点政策に連動し増加傾向

3,205
(+3.8％）

○一般会計の建設費は１，０１６億円を計上
・一般会計の建設費は平成26年度から６年連続で1,000億円以上

を確保

・特別会計、企業会計及び前年度補正予算計上分（一般会計）を

含めた実質的な建設費は1,604億円

・

170 

153 

169 

190 

163 

222 

207 

202 

200 

193 

258 

269 

224 

356 

279 

365 

486 

527 

545 

378 

529 

518 

514 

588 

590 

60 

13 

112 

11 

27 

0 500 1,000 1,500 2,000

H31

H30

H29

H28

H27

社会基盤整備（補助） 社会基盤整備（単独） 市有建築物等（補助）

市有建築物等（単独） 特別会計・企業会計 前年度補正予算計上分

【一般会計】1,016（▲9.0％）

※1 社会基盤整備：道路・街路・河川・公園整備 ※2 前年度補正予算計上分：国の補正予算の活用等のため、前年度の補正予算に計上し、当年度に繰り越して執行する事業費

1,630
(▲4.2％）

1,891
(+16.0％）

1,747
(▲7.6％）

1,647
(▲5.7％）

1,604
(▲2.6％）

【一般会計】1,013（▲3.6％ ）

【一般会計】1,292（＋27.5％）

【一般会計】1,121（▲13.2％）

【一般会計】1,116（▲0.4％）

（単位：億円）

※1 ※1

※2
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中期財政フレーム

中期財政フレームに基づく財政運営

○平成31年度予算編成を反映した中期財政フレームは、以下のとおりです。
○中期財政フレームとは「まちづくり戦略ビジョンアクションプラン2015」の計画期間中の財政運営の大枠として設定し、これに
基づく予算を編成したものです。

○中期実施計画に財源的な裏付けを整理することで、計画事業のほとんどを実施できる見込みです。
○さらに、計画事業に加えて、子育てや経済活性化、災害対応等の喫緊の課題にもしっかり対応できました。
○一方で、事業の効率化や事務事業の見直し等により、基金の取り崩しは計画時より86億円少なく、市債残高も457億円低く抑えたこ
とにより、将来世代に過度の負担を残さず、資産を引き継いでいけるようにしました。

計画期間合計

（Ｈ27.12月公表版）
Ｈ27予算 Ｈ28予算 Ｈ29予算※1 Ｈ30予算 Ｈ31予算

計画期間合計

（Ｈ31予算反映版）

12,451 2,360 2,508 2,637 2,735 2,905 13,146

2,824 474 678 585 559 547 2,843

【5,472】 【994】 【1,183】 【1,185】 【1,137】 【1,027】 【5,526】

7,077 1,400 1,380 1,359 1,397 1,210 6,745

183 50 46 21 19 16 152

46,242 9,010 9,366 9,965 10,116 10,193 48,650

11,381 2,153 2,457 2,272 2,237 2,020 11,140

34,861 6,857 6,908 7,693 7,879 8,173 37,510

22,777 4,453 4,546 5,343 5,471 5,600 25,412

4,215 878 862 1,591 1,572 1,577 6,481

4,312 874 849 843 859 869 4,295

14,250 2,700 2,834 2,909 3,040 3,153 14,636

6,808 1,332 1,309 1,323 1,354 1,511 6,829

46,242 9,010 9,366 9,965 10,116 10,193 48,650

計画期間合計
（Ｈ27.12月公表版）

Ｈ27決算 Ｈ28決算 Ｈ29決算 Ｈ30決算見込※2 Ｈ31予算
計画期間合計

（Ｈ31予算反映版）

183 0 59 0 22 16 97

11,779 9,906 10,215 10,531 11,057 11,322 －

　※1　Ｈ29予以降は県費負担教職員の権限移譲の影響を含む　

　※2　平成31年１定補正予算計上見込額を反映

区分

基金活用額

市債残高

1,054 1,062 5,268

その他事業費

合計

扶助費

他会計繰出金 5,276 1,073 1,053 1,027

その他

基金活用額

合計

歳
出

計画事業費

その他事業費

義務的経費

職員費

公債費

【臨時財政対策債を含めた場合】

  （単位：億円）

区分

歳
入

一般財源
（臨時財政対策債を含む）

23,709 4,726 4,754 5,363 5,406 5,514 25,763

国・道支出金

市債
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▲ 39

▲ 16
▲ 29 ▲ 26

▲ 11

▲ 41
▲ 25 ▲ 26 ▲ 21 ▲ 19 ▲ 16

102 112
136

146

175 173
192

164

201
179

163

100

50

0

50

100

150

200

250

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

財政調整基金の状況

財政調整基金 市債残高

年度末残高

当初予算計上額

※29年度までの年度末残高は決算額、30年度末残高は決算見込み額

（単位：億円）

事務事業見直し

※（AP： ）は、アクションプランにおける見込額

5,715 5,739 5,733 5,945 6,031 

4,191 4,477 4,797 5,112 5,291 

6,957 6,639 6,308 6,037 5,801 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

H27 H28 H29 H30見込 H31見込

一般会計・建設債等 一般会計・臨財債 特別会計・企業会計

(AP:11,146)

10,531

(AP:17,642)
16,839

(AP:10,690)

10,215

(AP:17,437)
16,855

(AP:17,157)
16,863

(AP:10,173)

9,906

(AP:17,786)
17,094

（単位：億円）

(AP:11,779)

11,322

(AP:11,497)

11,057

(AP:17,866)
17,123

 （単位：百万円）

7,816 8,143 2,200

4,000 3,957 989 事務的経費の節約や事業執行方法の工夫による経費節減　等

813 873 343 効率的な職員配置による職員数の見直し

314 325 93 特定優良賃貸住宅の管理契約期間の終了に伴う負担金や補助金の見直し

611 910 335 道路占用料、くみ取・汚泥処分手数料、保養センター駒岡の宿泊料の改定、市営住宅使用料の減免改正　等

2,078 2,077 439 繰出休止項目の継続

8,366 10,396 2,058

2,866 2,826 1,413 滞納の未然防止策の推進や滞納整理の強化等による収納率の向上

5,500 7,570 645 土地の貸付、土地の売り払い

16,182 18,540 4,259
※各項目ごとに数値を四捨五入しているため、合計が一致していないところがあります。

公有財産の戦略的な活用

うち31年度
予算効果額

歳入・歳出の改革

事務の執行方法の見直し（内部効率）

事務の執行方法の見直し（人件費）

項　　　　目
アクションプラン2015
効果額（28～31年度）

28～31年度予算まで
の累計効果額 31年度までの主な取組内容

サービス水準のあり方の検討

受益者負担の適正化（使用料・手数料の見直し）

企業会計繰出金の見直し

財政基盤の強化

収納率の向上

合　　　　　　　　　　　　計
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